
大規模職場MMの効果に関する分析： 

「かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト 朝霞」の取り組み* 
Analyses on the Effects of Large-scale Workplace Mobility Management: 

A Case Study on “Project of Smart Car Use in Asaka, Saitama Prefecture” * 
 

萩原 剛**・大高孝三***・堀田沙絵子****・藤井 聡***** 
By Go HAGIHARA**・Kozo OTAKA***・Saeko HOTTA****・Satoshi FUJII***** 

 
１．はじめに 

 
地球温暖化問題や交通渋滞、大気汚染や中心市街

地の衰退等、過度な自動車利用に起因する諸問題の

解消を目指す交通施策として、「一人一人のモビリテ

ィ（移動）や個々の組織・地域のモビリティ（移動

状況）が、社会にも個人にも望ましい方向に自発的

に変化することを促す、コミュニケーションを中心

とした多様な交通施策を活用した持続的マネジメン

ト1)」である「モビリティ・マネジメント」（MM）
が近年、日本国内の様々な地域において実験的に実

施されている2), 3)。 
 このうち、職場におけるMM（職場MM）について
も、近年国内においていくつかの実験的取り組みが

なされている4)。しかしながら、これらの取り組みは、

後述するいくつかの事例5)を除いては小規模な実験

的取り組みにとどまっており、それらにおける効果

の検証は、参加者を対象としたアンケート調査の分

析に代表される非集計データを用いた手法にとどま

っていた。このことは、MMを実務的に実施する際
の大きな課題となっていた。 
 このような背景の下、2005年度に京都府宇治市宇
治地域において実施された職場MMの取り組みは、
宇治地域に立地する事業所の従業員約4,400人を対
象に実施された、我が国における初めての大規模な

職場MM実施事例であった5)。報告5)によれば、この

取り組みにおいて、交通渋滞の緩和や公共交通利用

者の増加といった、MMによる「集計的な結果」が
確認された。 
 このような知見は、今後地方自治体や事業所等が

職場MMの導入を実務的に検討する際の大きな判断
材料となりうる。また、上述のような大規模な取り

組みから得られる知見により、小規模な実験的取り 
組みだけでは明らかにならないような課題が明らか

となる可能性が期待される。 
 このような認識の下、本研究では、埼玉県朝霞市

における大規模職場MMの取り組み「かしこいクル
マの使い方を考えるプロジェクト 朝霞」について、

その概要と背景について述べると共に、この取り組

みが地域の交通状況に及ぼした影響、ならびに各種

のコミュニケーション・ツールが参加者に及ぼした

効果に関する分析について述べる。 
 
２．プロジェクトの概要 

 
 本研究で取り上げる「かしこいクルマの使い方を

考えるプロジェクト 朝霞」は、埼玉県の南部に位

置する朝霞市の全域において実施された職場モビリ

ティ・マネジメントの取り組みである。以下に、朝

霞市地域の現況や取り組みの推進体制、取り組みの

対象者や使用したツールについて述べる。 
 
（１）地域の現況 

 朝霞市は埼玉県南部、東京都に近接した場所に位

置する人口約 12.6万人の都市である。主な交通網と
しては、東武東上線が市内を南北に、JR武蔵野線が
東西に通っており、計 3駅が市内に立地している（図
－１参照）。また、各駅からのバス路線が 3事業者に
より運行されていると共に、市による市内循環バス

も運行されている。道路は都心と県西部を結ぶ幹線

国道が通っており、地域内の道路整備も進んでいる。 
市内には大規模な事業所が複数立地しており、市

の内外より多くの通勤者が上述の鉄道・道路を用い

て通勤している。 
 
（２）推進体制 

 本研究で取り上げる取り組みは、朝霞市に立地す

る大規模事業所や商工会、交通事業者や朝霞市、国

土交通省関東運輸局、学識経験者等がメンバーとな

り、埼玉県交通政策課が事務局となって運営されて

いる「朝霞市地域の交通問題を考える連絡協議会」

が実施主体となって実施されたものである。 
 なお、本取り組みは、朝霞市における交通問題の

解消を目指すという目的と共に、埼玉県における交

通需要マネジメント（TDM）施策の一環としての職
場MMの適用可能性を検討するモデル施策としての
目的を併せ持つものであった。本取り組みで朝霞市
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図－１ 朝霞市地域の現況と大規模事業所の分布 

が「モデル地域」として選定されたのは、2005年 10
月に埼玉県内の大規模事業所を対象に実施された

「通勤交通に関するアンケート調査」6)において、モ

ビリティ・マネジメントのような「渋滞緩和のため

の公的な取り組み」への協力意向を強く有する事業

所が複数確認されたこと、ならびに（１）に述べた

通り、公共交通機関等の自動車からの代替交通手段

が比較的充実していたことが要因として挙げられる。 
 
（３）取り組みの対象者と用いたツール 

 本取り組みでは、朝霞市内に立地する 71事業所、
5288人の従業員を対象に、1回のアンケートによっ
て交通行動の変容を促す TFPである「ワンショット
TFP」2)を実施した。本取り組みにおけるワンショッ

ト TFPでは、自動車通勤の転換を促すための「動機
付け冊子」や「コミュニケーション・アンケート調

査票」、ならびに市内の公共交通機関の路線図、運行

時刻、最寄り駅から職場までのアクセス方法等を示

した「朝霞市内通勤マップ」を作成するとともに、 

鉄道事業者から提供を受けた最寄り駅のカードサイ

ズの時刻表を添付し、これら全ての印刷物を、ロゴ

マークが印刷されたクリアフォルダに挟んで配布し

た。アンケート調査票には、4189人(79.2%)からの返
信があった。 
 また本取り組みでは、協力事業所やバス車内、駅

改札付近等において、取り組みを PR するためのポ
スターを掲示する一方、協力事業所の従業員には地

域の交通問題に関する関心の醸成を目的として、本

取り組みの紹介や交通に関するコラム等を計指した

ニューズレターを配布した。 

３．交通状況の変化 

 
 本章では、本取り組みが地域の交通状況にもたら

した集計的結果として、公共交通利用者の変化、自

動車利用の変化に着目して結果を報告する[1]。 
 

（１）公共交通利用者の変化 

朝霞市内に立地する 3駅における、午前 7時から
10 時までの定期外降車人数の変化を図－２に示す。
図－３より、朝の通勤時間帯に朝霞市内の 3駅を降
車した人数は、10,680 人から 11,034 人と、354 人
（3.3%）増加していた。 
また、市内を走る路線バス・コミュニティバスの

朝霞市内における降車人数は5,157人から5,415人と、
258人（5.0%）増加した。 

 
（２）自動車利用の変化 

a) 駐車場利用の変化 

ワンショット TFPを実施した事業所における通勤
状況の変化を直接的に把握するために、朝霞市内の

大規模事業所 3社（従業員数約 4,000名のうち、3237
名がワンショット TFP調査票に回答）が所有・賃借
している従業員用駐車場において、午前 10時現在の
利用台数を計測した。その結果、駐車台数は 1049
台から 991台と 58台（5.5%）減少していた。 
b) 交通量・渋滞長の変化 

ワンショット TFPを実施した事業所周辺における
自動車交通状況の変化を把握するために、図－１に

示す交差点において交通量・渋滞長を調査した。渋

滞長の調査結果を図－３に示す。図－３より、北東

方向から朝霞市地域への主要な流入路である「秋ヶ

瀬橋交差点」においては、通勤におけるピーク時（7
時半～9時）の渋滞長が最大 750m減少し、8時半以
降の渋滞は解消していた。また、秋ヶ瀬橋交差点に

おけるピーク時の交通量は特に 8時半以降の渋滞が
解消した時間帯において増加しており、全体で

11.1%増加していた（803台→892台・89台増加）。 
さらに、図－３より、南方向から大規模事業所へ

の流入路である「泉水 3丁目交差点」の北行方向に
ついては、渋滞長が増加している時間帯と減少して

いる時間帯が存在していた。また、交通量は特に 8
時 45 分～9 時までの交通量が減少したことにより、
9.7%減少した（867台→783台・84台減少）。 

 
４．各種コミュニケーション・ツールの態度・行動

変容効果分析 

 
 本研究では、ワンショット TFP実施の約 1ヶ月後
にあたる 10 月下旬(10/23 配布・11/1 回収)に、取り
組みへの参加者を対象とした事後アンケートを実施

し、3281人（62.0%）から回答を得た。本研究では、
このデータからパネルデータを作成し、本取り組み

で用いた各種コミュニケーション・ツールが参加者
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の通勤交通に関する態度や行動に及ぼした効果の分

析を行った。 
 なお、本取り組みは、自動車通勤者の公共交通等

での通勤への転換を主に意図して実施されたもので

ある。ついては、以下の分析では、ワンショット TFP 
の際（以下、wave1 と呼称すると共に、1 ヶ月後に
実施した事後アンケートを wave2と呼称する）に週
1回以上自動車で通勤していた参加者（784名）を対
象とした分析を実施した。 
 
（１）交通手段別通勤日数・心理尺度の前後比較 

表－１に、ワンショット TFPの実施前後に尋ねた
交通手段別の 1週間あたり通勤日数の平均値と標準
偏差を示す。表－１より、自動車での平均通勤日数

が週 4.40日から 3.93日と、およそ週 0.5日減少して
おり、その差異は統計的に有意であることが示され

た。また、自動車通勤を削減した参加者は、自動車

以外の交通手段での通勤日数を増やしていることが

表－１より示された。 
 表－２に、ワンショット TFPの実施前後に尋ねた
クルマ利用に対する 4種類の心理尺度の平均値を示
す。表－２より、健康意識については、取り組み前

後で有意な変化が見られなかった一方、個人規範と

行動意図については、それぞれ「クルマ通勤は控え

た方がよい」「クルマ利用を控えようと思う」と思う

方向に有意に変化したことが示された。健康意識に

ついては、「クルマ通勤は健康によくない」、という

意識が低減する方向の態度変容が生じていた。 
 
（２）各種コミュニケーション・ツールの態度・行

動変容効果 

 本取り組みでは、参加者に対してワンショット

TFP のコミュニケーション・アンケート調査票を配
布すると共に、２．（３）に示したような「ポスター」

「ニューズレター」等のツールを使用した。本研究

では、既往の研究において提案されている交通行動

に関する態度・行動変容プロセスモデル 7)に基づき、

上述のツールが参加者の態度・行動変容に及ぼした

影響に関する因果構造モデルとして図－４を措定し

た。すなわち、本研究では、行動意図の活性化によ

って、「クルマ通勤の削減」「電車・バス通勤の増加」

等の行動変容が生じる一方、行動意図は「クルマ通 
 

表－１ 週あたり通勤日数の変化 

  wave1 wave2 
  M SD M SD 

t 

電車・バス 0.24 0.72  0.38  0.96  -5.12** 
クルマ 4.40 1.27  3.93  1.73  9.99** 
バイク 0.25 0.82  0.37  1.08  -5.06** 
自転車 0.13 0.62  0.31  1.06  -5.60** 
その他 0.02 0.24  0.05  0.36  -2.69**

** p<.05, * .05<p<.1 

表－２ クルマ通勤に対する態度・意図の変化 

  wave1 wave2 
  M SD M SD 

t 

環境意識 3.83 1.02  3.86  0.95  -0.85  
健康意識 3.66 1.19  3.43  1.20  5.63** 
個人規範 3.37 1.25  3.46  1.13  -1.99** 
行動意図 2.67 1.26  2.79  1.22  -2.89** 

** p<.05, * .05<p<.1 
注： 
以下の設問について、全くそう思わない(1)からとてもそう思う(5)までの 5
件法により態度・意図を測定した。 
環境意識 クルマでの通勤は、あまり環境によくないと思いますか？ 
健康意識 クルマでの通勤は、あまり健康によくないと思いますか？ 
個人規範 クルマ通勤は、できることなら控えた方が良いと思いますか？ 
行動意図 クルマ通勤を、できるだけ控えてみようと思いますか？ 
 

勤は健康や環境に良くない」「クルマ通勤は控えた方

がよい」という態度によって醸成されるとの因果モ

デルを措定し、その因果関係を構成する態度・行動

に関する要因全てに、ポスターやニューズレター等

のツールとの接触が影響を及ぼす、との因果モデル

を措定した。これを検証するために重回帰分析・ロ

ジット回帰分析を実施した。結果を表－３に、有意

となった因果関係を図化したものを図－５に示す。 
表－３・図－５より、環境意識・健康意識・個人

規範の高まりが行動意図の活性化を導き、それが「ク

ルマ通勤の削減」や「バイク通勤の増加」、ならびに

「通勤行動変容自己報告値（「前回のアンケートをお

答え頂いた後、できるだけ、クルマ以外の方法で通

勤しようと思いましたか？」に対する回答）」といっ

た行動変容の尺度に影響を及ぼす、という結果が示

された。この結果は、既往の態度・行動変容プロセ

スモデル 7)と一致するものである。 
また、表－３より、「電車・バス通勤の増加」や「ク

ルマ通勤の削減」を従属変数とした重回帰分析にお

ける定数項が有意であり、「自転車通勤の増加」の定

数項が有意傾向であったことが示された。これらの

結果は、ワンショット TFPの行動変容効果を示唆し
ている。 
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図－４ 本研究における因果構造モデル 

 
図－５ 因果構造モデル分析結果（10%有意のパスに矢印） 

 
一方、表－３・図－５より本取り組みで用いた「ポ

スター」や「ニューズレター」への接触、ならびに

ワンショット TFP における「（通勤以外の交通に関
する）行動プラン」の策定が、通勤行動変容自己報

告値に影響を与えていることが示された。さらに、

ポスターへの接触が、自転車通勤の増加に影響を及

ぼしていることが合わせて示された。これらの結果

は、ワンショット TFPとこれらのツールを適切に組
み合わせたMMを設計することで、行動変容の効果
が増進することを示唆している。 
 
５．おわりに 

 
本研究では、埼玉県朝霞市に立地する事業所の従

業員約 5300人を対象に 2006年度に実施された大規
模職場MMの取り組み「かしこいクルマの使い方を
考えるプロジェクト朝霞」が地域の交通状況に及ぼ

した効果を分析した。その結果、実施地域の自動車

交通量や渋滞長、鉄道やバスの利用者数といった

様々な交通状況に影響を及ぼしていたことが示され

た。また、本研究では、各種のコミュニケーション・

ツールが対象者に及ぼした態度・行動変容効果に関

する検討を併せて行った。その結果、ワンショット

TFPと「ポスター」「ニューズレター」等のコミュニ
ケーション・ツールを組み合わせることにより、さ

らなる行動変容を導く可能性が示唆された。 
脚注 
[1] 本取り組みでは、ワンショット TFPのツールを 2006年 9月 11日に配
布し、20日を締切として調査票を回収した。ついては、本研究では、比
較的交通量の変動の少ない曜日として火曜日と木曜日を選定し、各事業
所の個々の事情に配慮しつつ、9月 5日（火）を事前測定日、21日（木）
を事後測定日として交通状況に関する調査を実施し、前後比較を行った。 
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表－３ 因果構造モデル分析結果（通勤行動変容自己報告値のみロジット回帰分析、他は重回帰分析） 

 行動意図 電車・バス クルマ バイク 自転車 その他 

 増加分 増加分 減少分 増加分 増加分 増加分 

通勤行動変容

自己報告値 
説明変数 B t  B t  B t  B t  B t  B t B     t 
(定数) .117  1.21 .146  2.19** .433 3.56** .090 1.46 .168 1.94* ｆ029  0.98  -- -- 
環境意識 .110  2.56** -.020  -0.69 -.045 -0.82  -.003 -0.11 -.007 -0.19  -.014  -1.04  -.15 3.34* 
健康意識 .105  2.88** -.004  -0.16 -.029 -0.63  -.003 -0.15 -.025 -0.76  .003  0.29  .02 0.13  
個人規範 .173  4.77** .031  1.25 .041 0.89  .011 0.45 -.013 -0.39  .012  1.05  .01 0.01  
行動意図   -- -- .040  1.60 .113 2.48** .043 1.87* .029 0.90  .001  0.08  .33 22.84** 
行動プラン記入 -.035  -0.40  -.008  -0.13 -.028 -0.26  .003 0.06 -.019 -0.24  -.005  -0.19  .69 17.22** 
ニューズレター .035  0.41 -.018  -0.30 -.010 -0.10  .020 0.36 -.031 -0.41  .019  0.73  .35 4.72** 
ポスターを見た .003  0.03 -.025  -0.42 .001 0.01  -.087 -1.56 .155 1.97**  -.041  -1.51  .36 4.80** 
困っていること -.056  -0.44 -.033  -0.38 -.024 -0.15  .087 1.07 -.067 -0.59  -.010  -0.26  -.19 0.59  
必要なこと .095  0.79 .052  0.63 .195 1.30  .050 0.66 .067 0.63  .025  0.69  .16 0.51  
R2 .089  .008  .014  .014  .008  .006  χ2 =58.87 

 環境意識 健康意識 個人規範 

 増加分 増加分 増加分 

説明変数 B t  B t  B t 
(定数) .083  0.90  -.187  -1.80*  .116 1.09 
行動プラン記入 .000  0.00  -.060  -0.64  .032 0.33 
ニューズレター -.006  -0.07  -.071  -0.77  -.037 -0.39 
ポスターを見た -.134  -1.59  .108  1.14  -.021 -0.22 
困っていること -.081  -0.66  -.039  -0.28  -.031 -0.21 
必要なこと .004  0.04  .093  0.73  -.101 -0.76 
R2 .005  .003  .002  

** p<.05, * .05<p<.1

凡例：
通勤行動変容自己報告値 wave2で「前回のアンケートをお答え頂いた後、できるだ
け、クルマ以外の方法で通勤しようと思いましたか？」に対して、「全く思わなかっ
た(1)」「そうしようと少し思ったが、実際には通勤手段を変えなかった(2)」「そうし
ようと思い、少しだけ、通勤手段を変えてみた(3)」「そうしようと思い、かなり、通
勤手段を変えてみた(4)」「そうしようと思い、通勤手段を変えた(5)」とした変数 
行動プラン記入 ワンショット TFP調査票で「普段の買い物や通院、休日のレジャー
等」に関する行動プランを記入した場合を 1、それ以外を 0とするダミー変数 
ニューズレター ニューズレターを「読んだ」「ざっと目を通した」場合を 1、それ以
外を 0とするダミー変数 
ポスターを見た ポスターを見た場合を 1、それ以外を 0とするダミー変数 
困っていること ワンショット TFP調査票で「電車やバスの通勤に困っていることな
どありましたらご自由にお書きください」との設問に回答した場合を 1、それ以外を
0とするダミー変数 
必要なこと ワンショット TFP調査票で「多くの人がクルマ以外での通勤をするよう
になるには、どのようなことが必要だと思いますか？」との設問に回答した場合を 1、
それ以外を 0とするダミー変数 


